結核予防対策事業費市費補助金交付要綱
　（目　的) 
第１　結核予防対策事業費市費補助金（以下「補助金」という。）は、健康の維持増進及び疾病対策の向上を図るため、学校又は施設の長（国、都道府県及び市町村の設立する学校並びに施設を除く。以下同じ。）が行う結核予防事業（以下「事業」という。）に要する経費に対し、予算の範囲内において交付するものとし、その交付に関しては、豊橋市補助金等交付規則（以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。
　（交付の対象及び補助率）
第２　交付の対象とする事業は次に掲げる事業（以下「補助事業」という。）とし、この実施に必要な経費のうち、補助金交付の対象として市長が認める経費（以下「補助対象経費」という。）について補助金を交付する。
感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成10年10月2日法律第114号。以下「法」という。）第５３条の２に基づき、学校又は施設の長が行う結核に係る定期の健康診断事業。
２　補助事業の算定基準、補助対象経費、補助率及び交付額は、別表のとおりとする。
　（申請手続）
第３　規則第４条に定める申請書及び添付書類については、別紙様式１による。
２　前項の規定による申請書の提出期限は、当該年度の別添定める日とする。
　（決定の通知）
第４　規則第５条に定める補助金の交付を決定したときは、速やかにその決定の内容及びこれに条件を付した場合にはその条件を補助金の交付を申請した者に通知するものとする。
　（申請の取下げ）
第５　規則第７条に規定する申請書の取下げ期日は、交付の決定の通知を受けた日から１５日以内とし、その旨を記載した書面を市長に提出しなければならない。
　（計画変更の承認）
第６　補助事業者が、補助事業の内容を変更しようとする場合は、あらかじめ別紙様式２による変更交付申請書を市長に提出し、その承認を受けなければならない。
２　市長は、前項の承認をする場合において、必要に応じ、交付決定の内容を変更し、又は条件を付することができる。
　（補助事業の中止又は廃止）
第７　補助事業者は、補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合においては、市長の承認を受けなければならない。
　（事業遅廷の報告）
第８　補助事業者は、補助事業が予定期間内に完了することができないと見込まれる場合は、その理由及び遂行状況を記載した書類を市長に提出し、その指示を受けなければならない。
　（実績報告）
第９　規則第１０条に定める実績報告書及びこの添付書類の様式は、別紙様式３による。
２　前号に定める実績報告書の提出期限は、市の定める日とする。ただし、正当な理由によりこれにより難い場合は、市と協議の上その結果に従い対応するものとする。なお、補助金の交付決定以前に、補助事業が完了しているときは、交付決定の通知を受けた後、すみやかに実績報告書を提出するものとする。
　（補助金の交付）
第１０　補助金は、補助事業の完了後交付する。
　（関係書類の整備及び保管）
第１１　補助事業者は、補助事業に係る経費の収支を明らかにした書類、帳簿等を整備し、これを事業完了後５年間保管しなければならない。
　（実施細則）
第１２　この要綱の実施に関し、必要な事項は別に定める。
　　　附　則
　この要綱は、平成１１年４月１日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、平成１２年４月１日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、平成１３年４月１日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、平成１４年４月１日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、平成１５年２月１日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、平成１６年４月26日から施行し、平成１６年４月１日から適用する。
　　　附　則
　この要綱は、平成１７年８月１日から施行し、平成１７年４月１日から適用する。
　　　附　則
　この要綱は、平成１８年８月１日から施行し、平成１８年４月１日から適用する。

　　　附　則
　この要綱は、平成１９年８月１日から施行し、平成１９年４月１日から適用する。

　　　附　則
　この要綱は、平成２０年８月１日から施行し、平成２０年４月１日から適用する。

　　　附　則
　この要綱は、平成２１年６月１日から施行し、平成２１年４月１日から適用する。

　　　附　則
　この要綱は、平成２２年６月１日から施行し、平成２２年４月１日から適用する。
　　　附　則
　この要綱は、平成２４年６月１日から施行し、平成２４年４月１日から適用する。
　　　附　則
　この要綱は、平成２６年６月２日から施行し、平成２６年４月１日から適用する。

　　附　則
　この要綱は、平成２８年６月１日から施行し、平成２８年４月１日から適用する。

附　則
　この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。

附　則
　この要綱は、令和２年１２月２２日から施行し、令和２年４月１日から適用する。
　　附　則
　この要綱は、令和３年１月１日から施行する。
附　則
　この要綱は、令和４年８月２６日から施行し、令和４年４月１日から適用する。
附　則
　この要綱は、令和７年４月３日から施行し、令和７年４月１日から適用する。
